
＊厚生労働省では、基本目標＞施策大目標＞施策目標を設定して、政策を実施しています。
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目標１

（課題１）

目標２

（課題２）

基準年度
平成29年

度
平成30年

度
令和元年

度
令和２年

度
令和３年

度

- - - 216万人 -

195万人 集計中

- - - -

平成30
（2018）年度

と比べて
15％増加

- 集計中

新たな在留資格「特定技能」の創設等を踏まえ、外国人介護人材の活用を適切に進める。

【詳細については、施策目標Ⅷ－１－１を参照】

○　新たな外国人材の受入れ制度の趣旨を踏まえ、人手不足の状況を判断するための客観的な指標及び動向や法務省から提供さ
れる介護分野における在留外国人数等に照らし、介護分野における人手不足の状況について継続的かつ的確に把握・分析すること
で、状況に応じた必要な措置を講じる必要があるため。

○　介護分野における特定技能外国人材の受入れに際し、地方における人手不足の状況について、地域別の有効求人倍率等によ
る定期的な把握を行い、必要な措置を講じることによって、大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することとならない
ようにし、各地域の事業者が必要な特定技能外国人材を受け入れることができるようにしていくことが必要であるため。

○　特定技能以外の制度により介護に従事する場合も含め、今後増加が見込まれる外国人介護人材が国内の介護現場で円滑に就
労・定着できるよう、日本語学習環境の整備や介護技能に関する研修、介護業務に関する相談支援の実施による受入環境の整備を
推進する必要があるため。

216万人 令和２(2020）年度

・「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年6月2日閣議決定）において「2020年代初頭までに追加的に必要となる25万人を確保すること
としており、それを含めた231万人を確保する」ことを目標とした（第6期介護保険事業計画（2015～2018年度）に基づいた目標）。
・第7期介護保険事業計画（2018～2020年度）の介護サービス見込み量等に基づき、都道府県が推計した介護人材の需要を見ると、
2020（令和２）年度末には約216万人、2025（令和７）年度末には約245万人が必要となることから、目標値を修正。
・2016（平成28）年度の約190万人に対して、2020（令和２）年度末までに約26万人、2025（令和７）年度末までに約55万人、年間6万人
程度の介護人材を確保する必要がある。
※介護職員数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する介護職員数に、介護予防・日常生活支援総合事業における従前
の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員数を加えたもの。
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「介護に関する入門的研修」の実施
からマッチングまでの一体支援事業
により介護施設等とマッチングした
数
（アウトプット）
【新経済・財政再生計画改革工程表
2018　2.社会保障における医療・福
祉サービス改革：KPI第2階層】

－ －
前年度

15％増加
令和３（2021）年度

・新経済・財政再生計画改革工程表2018（平成30年12月20日経済財政諮問会議決定）において、「介護に関する入門的研修」の実施
からマッチングまでの一体支援事業※により介護施設等とマッチングした者を、2021年度までに2018年度と比べて15％の増加を目標
としていることから、測定指標に設定。
※介護未経験者が介護業務の入門的な知識・技術を修得により資質向上を図るとともに、研修受講者と介護施設・事業所とのマッチ
ングを行うことによって、介護分野での雇用やボランティアの参画につなげる。

年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

目標年度

1
介護職員数
（アウトカム）

171万人
平成25年

度

1
○人口減少社会を迎え、将来的な労働人口の減少が見込まれる一方で、介護が必要となる高齢者の増加が見込まれ、介護職員の確保が課題とされている。
○現行の介護分野の有効求人倍率は、全産業と比較して高い傾向があり、今後もこの傾向が維持される可能性が高いため、引き続き安定的な人材確保が喫緊の課題とされている。
○ニッポン一億総活躍プラン（平成28年6月2日閣議決定）において、多様な人材の確保・育成等により総合的な介護人材確保に取り組むとされている。

達成目標/課題との対応関係 達成目標の設定理由

達成目標１について

施策実現のための背景・課題

各課題に対応した達成目標

○　生産性向上や国内人材の確保のための取組を行ってもなお人材を確保することが困難な状況にある産業上の分野（14分野）において、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れていく仕組みである、改正出入国
管理法に基づく新たな外国人材（特定技能外国人材）の受入れが平成31年４月から開始された。
○　高齢化の進展等に伴い、増大を続ける介護サービス需要に適切に対応するため、介護分野においても特定技能外国人材を受け入れることとしており、向こう５年間の受入れ見込数は、最大６万人である。
○　今後増加が見込まれる外国人介護人材が安心して国内の介護現場で就労・定着できる環境を整備する必要がある。
○　また、介護分野の特定技能外国人材が大都市圏その他の特定の地域に集中して就労することとならないよう、必要な措置を講ずる必要がある。

【詳細については、施策目標Ⅷ－１－１を参照】

○「介護離職ゼロ」の実現に向けて、ニッポン一億総活躍プラン（平成28年6月2日閣議決定）において、多様な人材の確保・育成等に
より総合的な介護人材確保に取り組むとされているため。
○介護人材の資質向上等に向けた都道府県等の取組の進捗状況を評価するため。
○地域包括ケアシステムの実現のための取組を進めており、地域の実情に応じて、資質の向上等の計画を実行するために地域医
療介護総合確保基金等により措置されているため。

令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策目標名（政策体系上の位置付け）

福祉・介護人材の養成確保を推進すること等により、福祉サービスの質の向上を図ること（施策目標Ⅷ-2-1）
　　基本目標Ⅷ：ナショナル・ミニマムを保障し、社会変化に対応した福祉サービスを提供するとともに、自立した生活の
実現
　　　　や安心の確保等を図ること
　　　　　　施策大目標２：福祉・介護人材の養成確保を推進すること等により、福祉サービスの質の向上を図ること

担当
部局名

社会・援護局 作成責任者名 福祉基盤課　宇野　禎晃

施策の概要 本施策は、社会福祉事業に従事している者等に対して養成・研修等を実施するとともに、福祉サービスの提供が行われる社会福祉施設等に対して施設整備等の助成を実施している。

地域医療介護総合確保基金等による介護人材の資質向上のための取組を実施するとともに、第7
期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数の確保に向けて、総合的な介護人材確保対策に
取り組む。

測定指標（アウトカム、アウトプット）
※数字に○を付した指標は主要な指標

基準値 目標値

（厚生労働省１（Ⅷ－２－１））
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47都道府

県
47都道府

県
47都道府県 47都道府県

47都道府
県

47都道府
県

- - -

平成28
（2016）年度

と比べて
15％増加

861,056人 集計中

平成29年
度

平成30年
度

(1)
中央福祉人材センター運営事業費
（平成5年度）

48百万円
（48百万

円）

48百万円
(48百万

円)
49百万円 1 701

(2)
社会福祉職員研修センター経営委託費
（昭和50年度）

30百万円
（30百万

円）

30百万円
(30百万

円)
30百万円 1 708

(3)
社会事業大学経営等委託費
（昭和21年度）

478百万円
（471百万

円）

465百万円
(452百万

円)
425百万円 1 707

(4)
福祉サービスの第三者評価等事業
（平成12年度）

6百万円
（6百万円）

11百万円
(11百万円)

12百万円 - 702

(5)
社会福祉施設職員等退職手当共済事
業給付費補助金
（昭和36年度）

26,071百
万円

（26,071百
万円）

26,900百
万円

(26,900
百万円)

27,578百
万円

1 704

(6)
社会福祉事業施設等貸付事業利子補
給金
（昭和40年度）

3,617百万
円（3,617
百万円）

3,516百万
円(3,516百

万円)

3,516百万
円

- 705

(7)
社会福祉振興助成費補助金
（平成22年度）

608百万円
(608百万

円）

608百万円
(608百万

円）
608百万円 - 709

(8)
独立行政法人福祉医療機構運営費交
付金
（平成15年度）

2,713百万
円（2,713
百万円）

2,444百万
円(2,444百

万円)

2,158百万
円

- 713

(9)
地域福祉活動支援事業費
（昭和31年度）

178百万円
（178百万

円）

178百万円
(178百万

円)
179百万円 - 699

(10)
地方改善事業
（昭和35年度）

3,579百万
円（3,561
百万円）

3,590百万
円

（集計中）

3,599百万
円

- 703

社会福祉法人、ＮＰＯ法人などが行う事業に対し助成を行うものである。
①地域連携活動支援事業（複数の団体が連携を図り、社会福祉諸制度の対象外のニーズ等に対応する事業）
②全国的・広域的ネットワーク活動支援事業（広域的な普及等を図るため、複数の団体が相互にノウハウを共有し、社会福祉の振興に資する創意工夫ある事業）

次の運営に必要な運営に要する経費を交付
①民間の社会福祉施設及び医療施設等の整備等に係る資金の貸付に係る業務（福祉医療貸付事業）
②社会福祉施設の設置者、病院等の開設者等に対し経営に係る経営診断・指導等を通じ経営者を支援する事業に係る業務（経営支援事業）
③社会福祉振興事業を行う者に対して助成を行う業務、社会福祉事業に関する調査研究、知識の普及・研修を行う業務（社会福祉振興助成事業）
④福祉・保健・医療に係る各種情報等の提供を行う情報サービス事業に係る業務（福祉保健医療サービス事業）
⑤社会福祉施設職員退職手当共済事業に係る業務

社会福祉法に基づき設置されている全国社会福祉協議会において実施する生活福祉資金貸付制度の適正な運営のための体制整備、民生委員・児童委員に対する日
常における活動についての指針となる各種資料の提供等の情報支援や互助事業の実施、各地域における様々な民間相談機関の相談員等に対する実践力強化等のた
めの研修、ボランティア活動に対する国民の理解を深める取組等の事業に対して補助する。

市町村が設置する隣保館で実施する、地域の拠点として基本事業（社会調査及び研究事業、相談事業、啓発・広報活動事業、地域交流事業、周辺地域巡回事業、地
域福祉事業）や、地域の実情に応じて特別事業（隣保館デイサービス事業、地域交流促進事業、相談機能強化事業）に対して補助を行う。

社会福祉法に基づき設置されている中央福祉人材センターにおいて実施する、全国的な福祉人材情報システムの運営や、各都道府県福祉人材センターの職員研修会
や全国会議、ブロック会議の開催、また福祉・介護分野の人材確保にかかる調査等に補助することにより、福祉・介護人材の確保に関するノウハウの伝達に努め、各都
道府県福祉人材センターの業務を支援する。

社会福祉職員研修センター（社会福祉法人全国社会福祉協議会中央福祉学院）において実施する、都道府県・市町村にて社会福祉事業に従事する職員、公立施設の
施設長、社会福祉法人の経営者等に対し社会福祉主事として必要な基礎知識及び技術、施設長として必要な知識及び技術、法人・施設運営に関する専門知識及び技
術等を教授する研修に対し補助を行い、社会福祉事業従事者の確保とその資質の向上を図っている。

学校法人日本社会福祉事業大学において実施する、将来社会福祉事業に従事する者及び現に社会福祉事業に従事している者に対する養成・研修、社会福祉施設並
びに都道府県・市町村等の職員となる指導的社会福祉事業者（社会福祉のリーダー）の養成に対し補助を行う。
※社会福祉のリーダー
（１）特養、障害者施設、児童施設等社会福祉施設のリーダー
（２）自治体の社会福祉行政のリーダー
（３）地域福祉のコーディネーター（社会福祉協議会やＮＰＯ法人職員）

全国社会福祉協議会において実施する以下の事業に対して補助するものである。
１．全国社会福祉協議会に評価事業普及協議会を設置し、都道府県推進組織参画のもと、各都道府県毎の福祉サービス第三者評価への取組状況等に関する情報交
換並びに事例発表等を行う。
２．全国社会福祉協議会に評価基準等委員会を設置し、第三者評価基準ガイドラインの策定に関する検討を行う。
３．都道府県推進組織が実施する評価調査者養成研修における指導講師を養成するための評価調査者指導者研修会等を開催する。

社会福祉施設に従事する職員が退職した場合に、その職員に対し退職手当金を支給する制度。社会福祉施設等の経営者が負担する掛金と国及び都道府県の補助金
（それぞれ3分の1負担）を財源として、退職した職員の共済期間等を勘案した退職金を支給するもの。

社会福祉施設や医療施設は、介護報酬、診療報酬等の公定価格に依存した低収益構造にあり、社会的に弱い居住者等を擁するため、施設の整備に対して建設資金
等を固定金利で提供できるよう、金利変動により資金調達金利を上回る金利差が生じた場合の不足相当額、借入金利息と貸付金利息の差額補填等を予算措置により
補給しているもの。

・新経済・財政再生計画改革工程表2018（平成30年12月20日経済財政諮問会議決定）において、2021年度まで、毎年度47都道府県
が地域医療介護総合確保基金※による介護人材の資質向上のための取組を実施するという目標としていることから、測定指標に設
定。

※介護人材の資質向上では、キャリアアップの研修支援や喀痰吸引等研修の実施体制強化等、地域の実情に応じた都道府県の取
組を支援。

3

地域医療介護総合確保基金等によ
る介護人材の資質向上のための取
組を実施する都道府県数
（アウトプット）
【新経済・財政再生計画改革工程表
2018　2.社会保障における医療・福
祉サービス改革：KPI第1階層】

－ －
47都道府

県
毎年度

達成手段１
補正後予算額（執行額）

4
介護福祉士従事者数
（アウトプット）

828,720人
平成28年

度

平成28
（2016）年

度と比べて
15％増加

令和２(2020）年度

令和元年
度当初
予算額

関連する
指標番号 達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等 令和元年行政事業レビュー事業番号

・介護の質を指標として評価することは非常に困難であるが、専門的知識・技能を有し、介護職のグループの中で中核的な役割を担
うことが期待される介護福祉士従事者が増加することは、認知症や医療的ケアなど介護ニーズの複雑化、多様化、高度化が進む今
日において、利用者のニーズに対応できる介護職員の増加につながると考えられ、介護福祉士従事者数について、介護人材の確保
目標をもとに、2016年度に対し15％の増加を目標値として設定する。



(11)
民生委員関連経費
（昭和23年度）

7百万円（5
百万円）

7百万円
(5百万円)

36百万円 - 706

(12)
地方改善施設整備費補助金
（昭和28年度）

1,340百万
円

（872百万
円）

525百万円
（集計中）

1,472百万
円

- 710

(13)
就労系施設生産活動推進事業
（昭和59年度）

12百万円
（12百万

円）

12百万円
(12百万円)

12百万円 - 700

(14)
社会福祉施設等施設整備（災害復旧費
含む）
（昭和21年度）

17,622百
万円

（17,124百
万円）

15,585百
万円

(15,182百
万円)

 19,662百
万円

 - 711

(15)
心身障害者扶養共済制度運営費
（昭和44年度）

4,610百万
円（4,609
百万円）

4,610百万
円(4,609百

万円)

4,610百万
円

- 712

繰越し等(c)

関連税制 -

執行額(千円、e) 集計中

施策に関係する内閣の重要施策
（施政方針演説等のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

①　第196回国会における安倍内閣総理大臣施政方針演説

②第198回国会における衆議院厚生労働委員会における厚生労働大臣所信表明演説

①　平成30年１月22日

②　平成31年３月８日

①　関係部分
　2020年代初頭までに、50万人分の介護の受け皿を整備します。四月から介護報酬を引き上げ、ロボットなどを活用して、
現場で働く皆さんの負担軽減、労働環境の改善に取り組みます。
　介護人材の確保に向けて、処遇改善を進めます。既に、自公政権で月額４万７千円の改善を行いましたが、来年秋から
は、リーダー級の職員の皆さんを対象に、更に、８万円相当の給与増を行えるような処遇改善を実現することで、他産業と
の賃金格差をなくしてまいります。

②　関係部分
　改正出入国管理法に基づく新たな外国人材の受入れについては、本年４月の施行に向けて、介護・ビルクリーニング分
野における受入環境の整備（中略）などに取り組み、外国人材がその能力を有効に発揮できる環境を整備してまいります。

合計(d=a+b+c)

平成30年度

予算の状
況

（千円）

当初予算(a) 50,154,441 63,952,376 51,298,377

補正予算(b)

執行率(％、e/d） 集計中

市町村が設置する共同施設及び隣保館等の整備に要する費用の一部を補助する。

・　発注者側（国・民間企業等）に対し、全国の就労系事業所の物品販売・役務提供の内容、連絡先、受注可能数等、発注を行うために必要な情報発信をする事業
・　就労系施設の製品開発、販売促進、品質管理等についての指導・研修を実施する事業
・　就労系施設製品の販路の拡大並びに受注の安定を図るため、展示販売を行う事業

【①社会福祉施設等施設整備費補助金】
「生活保護法」、「児童福祉法」、「障害者総合支援法」等の規定に基づき、社会福祉法人等が整備する施設整備に要する費用の一部を補助することにより、施設入所者
等の福祉の向上を図る。

【②社会福祉施設等災害復旧費補助金】
豪雨、地震その他自然災害により被災した社会福祉施設等の復旧については、実地調査を行い被害額を確定した上で、その復旧に要する経費の一部を補助すること
により災害の速やかな復旧を図り、もって施設入所者等の福祉を確保する。

【③心身障害児総合医療療育センター施設整備】
国の財産である心身障害児総合医療療育センターを円滑、適正に運営するため、施設整備を実施し、もって、障害者福祉の向上を図る。なお、心身障害児総合医療療
育センターでは肢体不自由児療育技術者の現任訓練、養成等を実施している。

【④全国障害者総合福祉センター（戸山サンライズ）施設整備】
国の財産である戸山サンライズについて、老朽化に伴う必要な施設整備を行うことにより、相談事業、研修事業、情報啓発事業等を円滑、適切に実施し、障害者の自立
更生と福祉の増進を図る。

都道府県及び指定都市が独立行政法人福祉医療機構に対し、納付することとなっている過去の積立不足分及び年金給付に必要な費用の不足分の財政支援（特別調
整費）について補助するもの。
　都道府県及び指定都市に対し、心身障害者扶養共済制度の運営に係る事務費について補助するもの。
　対象　 ：心身障害者扶養共済制度を実施する都道府県及び指定都市
　補助率：国１／２、都道府県及び指定都市１／２
 過去の積立不足分及び年金給付に必要な費用の不足分について補助することにより、当該制度の安定的な運営を図り、将来にわたり障害者に対する年金給付を確実
に行い、障害者の生活の安定と福祉の増進に資するとともに、障害者の将来に対して保護者の抱く不安の軽減が図られる。

58,529,186 75,566,880 51,298,377

1,504,572 11,614,504施策の予算額・執行額

区分 平成30年度 令和元年度 令和２年度要求額

政策評価実施予定
時期(評価予定表）

6,870,173 0

本経費は①民生委員法に基づく3年に一度の民生委員・児童委員一斉改選や転居等の理由による随時の委嘱・解嘱の際の委嘱状の作成②無報酬で日常的に住民の
社会福祉に関する相談や支援を行うことによって地域福祉の推進に努めている民生委員・児童委員に対する大臣表彰の際の功労賞の作成に必要な経緯費である。


